
仕  様  書 

              保健福祉局健康長寿のまち・京都推進室介護ケア推進課 

                     （担当 砂口・津田 電話 213-5871）  
 件 名 介護保険のしくみ（四箇国語パンフレット）の翻訳及び版下作成 

 

契 約 期 間 令和７年３月３１日まで 

契 約 条 件 

１ 内容 

保健福祉局介護ケア推進課が発行している制度周知リーフレット「介護保

険 ミニガイド」の日本語版の校正を行い、三か国語に翻訳し、各言語の原稿

を作成するほか、レイアウトの調整等の版下作成を行う。 

 

２ 委託の範囲 

日本語原稿の校正、日本語原稿の翻訳、レイアウト及びデザイン等の編

集・版下作成 

（表紙及び裏表紙のデザインを含む。） 

 

３ 仕様 

（１）言語の指定 

英語、中国語（中国語においては、簡体字とする。）、韓国語・朝鮮語

（以下、「韓国語」という。） 

（２）翻訳を行う内容及び分量 

ページ数は４８ページ（本文４４ページ、表紙４ページ）である。

原稿の色は黒１色とする。 

（３）使用フォント 

   日本語部分については、可能な限りＵＤフォントを使用する。 

（４）レイアウト 

Ａ４見開き２ページに日本語・英語・中国語・韓国語が併記されるよう

レイアウトを行う。（レイアウトについては見本に準じて行うこと。） 

（５）企画・進行 

本業務の受託業者（以下「乙」という。）は、京都市（以下「甲」と

いう。）と調整のうえ、業務の進行に関する工程表を甲に提出し、事前

に承認を受けること。 

作業進行中に、工程表に変更が生じた場合は再度協議し、対応する

こと。 

乙は、本業務全般の企画・進行管理等を行う担当者を定め、甲の担

当者と密接に連絡・調整を行うこと。なお、担当者不在の場合の連絡

体制を確立しておくこと。 

   

４ 原稿 

紙媒体及びデータの原稿を提供する。 

 

５ 資料提供 

  業務委託にあたり、下記のものを資料として提供する。 

  （１）前回発行の当該冊子（令和３年３月発行） 

    （２）翻訳原稿作成の参考とするための「行政用語標準訳語リスト」 

 

６ 翻訳及びページ作成のチェック 

翻訳作業は、その対象言語を母語とし、日本語検定２級レベル以上程度の

日本語力を有する者が行うこととする。日本語を母語とする者が行う場合に

は、客観的にその能力を証明する以下の認定試験を保持していることを条件

とする。 



 

契 約 条 件 

   英語：英検１級、TOEIC950 点以上 

   韓国語：ハングル能力検定試験１級、又は韓国語能力試験６級 

   中国語：中国語検定試験１級 

乙は、契約締結後速やかに甲に翻訳者の氏名、母語を報告するとともに、

翻訳者の日本語及び翻訳対象言語の認定試験のレベルを証明する書類を提

出すること。 

   翻訳した内容については、翻訳を行ったものと異なる者がチェックする

こと。チェックを行う者はその対象言語を母語とするものであること。 

認定試験等のレベルが本市の要求基準に満たない場合には、本市は翻訳

者の変更を要求することができる。 

   また、日本語部分については、文字校正を２回（但し、誤字・脱字があ

った場合は適宜、校正回数を追加）行うものとする。 

 

７ 業務報告書及び納品物 

乙は、納品時に翻訳者及びチェック者の氏名、母語、日本語及び翻訳対象 

言語の認定試験等のレベルを記載した業務完了届を作成する。 

   翻訳に関する納品物は以下とする。 

①翻訳者が作成した原翻訳（ワードもしくは PDF データ形式等） 

   ②①をチェックした結果、修正、指摘した内容等が分かる翻訳（ワードも

しくは PDF データ形式等） 

   ③②を反映した最終翻訳内容（ワードもしくは PDF/x-1a 形式） 

なお、②でのチェック結果が十分でなく、また最終翻訳の③の内容に文意

のずれが見られる場合には、甲は再度の翻訳作業を要求できることとする。 

 

 ８ 版下データの納品について 

   乙は、完成した版下のデータ（PDF/x-1a 又はイラストレーター等編集可能 

な印刷用データ）を介護ケア推進課に納品すること。 

  

 ９ 納期限 

  令和７年３月３１日（月）まで 

 

 １０ 支払方法 

    業務完了後、乙の請求に基づき支払う。 

 

 １１ 履行場所 

    保健福祉局健康長寿のまち・京都推進室介護ケア推進課 

 

 １２ 成果物の権利 

    成果物に関する著作権等の一切の権利は甲に帰属するものとする。 

 

 １３ 損害の負担 

成果物に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は、す

べて乙の負担とする。 

ただし、甲の故意又は過失により生じた損害については、この限りで

ない。 
 

 １４ その他 

（１）乙は、業務の一部若しくは全部の実施を第三者に委託する場合、

あらかじめその内容、委託先及び担当者名、連絡方法などについて

甲に通知し、承認を得ること。 

（２）甲から乙へ原稿を提出する際は乙が甲へ来所し受け取ること。           

また、甲への校正戻りの際は、乙が原稿を印刷し、甲に持参するこ

と。 

（３）乙は、業務の処理上知りえた情報を他人に漏らしてはならない。

（４）乙は、業務の履行に必要な書類、資料の授受、保管その他の管理

に当たっては、漏えい、滅失、き損などを防止するなど適正な措置

をとらなければならない。 

(５)本仕様内容に変更がある場合は、乙及び甲と協議のうえ、決定す

る。また、本仕様書に定めがない事項についても同様とする。 

 

注 本仕様について不明な点がある場合は、契約課の指示に従ってください。 



 

（見 本） 

 前回作成冊子 

 
 

 

 


